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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後の１株当たり中間(当期)純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載していない。 

  

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 12,177 13,253 15,956 25,703 28,929

経常利益 (百万円) 264 247 544 649 861

中間(当期)純利益 (百万円) 90 84 416 132 451

純資産額 (百万円) 22,885 23,169 24,310 23,287 23,982

総資産額 (百万円) 29,226 27,991 29,223 29,004 28,722

１株当たり純資産額 (円) 344.57 340.79 346.61 342.43 341.84

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 1.33 1.24 5.94 1.88 6.53

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 78.3 82.8 83.2 80.3 83.5

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △142 △440 167 △756 △542

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 711 459 209 1,329 589

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △741 △211 △212 △815 △214

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 1,100 874 1,081 1,032 899

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
574 
[63]

564
[63]

538
[77]

568 
[51]

553
[67]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれていない。 

２ 潜在株式調整後の１株当たり中間(当期)純利益については、新株予約権付社債等潜在株式がないため記載していない。 

  

回次 第80期中 第81期中 第82期中 第80期 第81期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 9,926 10,799 13,084 21,023 24,011

経常利益 (百万円) 133 117 149 331 490

中間(当期)純利益 (百万円) 31 38 391 112 277

資本金 (百万円) 6,676 6,676 6,676 6,676 6,676

発行済株式総数 (千株) 73,236 73,236 70,156 73,236 70,156

純資産額 (百万円) 21,198 21,672 22,637 21,835 22,342

総資産額 (百万円) 25,480 24,690 25,896 25,583 25,677

１株当たり純資産額 (円) 319.16 318.78 322.76 321.13 318.52

１株当たり中間(当期) 
純利益 

(円) 0.46 0.57 5.58 1.66 4.05

潜在株式調整後１株 
当たり中間(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間(年間) 
配当額 

(円) ― ― ― 3.00 3.00

自己資本比率 (％) 83.2 87.8 87.4 85.3 87.0

従業員数 
[外、平均臨時雇用者数] 

(人) 
383 
[40]

352
[39]

338
[40]

367 
[39]

338
[40]



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ない。また、主要な関係会社における異動もない。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当社の子会社であるタツタ商事株式会社は、重要性が増したため、当中間連結会計期間より当社の連結子会社とし

ている。なお、タツタ商事株式会社は当社の100％子会社であり、当社の電線販売代理店である。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員数(当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者を含

む。)であり、臨時従業員数は［ ］内に当中間連結会計期間の平均人員を外数で記載している。なお、臨時従業員に

は、派遣社員を除いている。 

２ 全社(共通)として記載している従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理・研究部門に所属しているものであ

る。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員数(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。)であり、臨時従業員数は［ ］

内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載している。なお、臨時従業員には、派遣社員を除いている。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は、本社・大阪工場・福知山工場・東京支店・名古屋支店・広島支店・福岡支店及び各営業所の

従業員で構成され、全日本電線関連産業労働組合連合会に加入している。 

また、当社グループに属する各社の一部については、それぞれ独自に労働組合の結成及び上部団体への加入等を

行っている。 

労使関係について特に記載すべき事項はない。 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

電線・ケーブル ３９１[４２] 

電子材料・光部品他 １１５[３４] 

全社(共通) ３２[ １] 

合計 ５３８[７７] 

従業員数(人) ３３８[４０] 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、前連結会計年度後半からのＩＴ関連分野の在庫調整がほぼ終了し、

民間設備投資と個人消費の増加により緩やかな回復を続けております。 

電線業界におきましては、銅電線の需要量は、国内景気の回復を受けて建設・電販部門を中心にほぼ全部門で前

年同期に比べ小幅ながら増加し、光ファイバケーブルの需要量も前年同期に比べ増加しました。しかし、銅電線の

原材料価格が引き続き上昇しており、これによって増加した製造コストの製品価格への転嫁の遅れが収益を圧迫す

る状況が続いております。 

この間、当社グループは、積極的かつ効率的な生産・販売活動に取り組むとともに、事業運営全般にわたる効率

化を継続して推進するなど、鋭意業績の向上に努めてまいりました。 

その結果、連結売上高は前年同期比２０．４％増の１５９億５千６百万円、連結経常利益は前年同期比１１９．

７％増の５億４千４百万円となり、連結中間純利益は特別損益の改善もあって、前年同期比３９２．２％増の４億

１千６百万円となりました。 
  

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。なお、各セグメント売上高の金額にはセグメント間取

引を含んでおります。 

(1) 電線・ケーブル事業 

銅電線については、当社および子会社において販売量が増加し、原料銅価格も上昇したため、売上高は増加し

ました。また、光ファイバケーブルについてもＦＴＴＨ化の進展等により、販売量、売上高ともに増加しまし

た。 

その結果、電線・ケーブル事業の売上高は１３７億５千９百万円（前年同期比２４．２％増）、営業利益は２

億４千７百万円（前年同期比２４７．３％増）となりました。 

(2) 電子材料・光部品他事業 

子会社のタツタ システム・エレクトロニクス株式会社において電子材料の販売量増を中心に売上高が増加し

た結果、電子材料・光部品事業の売上高は２２億６千１百万円（前年同期比２．０％増）、営業利益は２億５百

万円（前年同期比１６７．６％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フロー 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売上債権、棚卸資

産の増加、有形固定資産取得、配当金支払等による資金の減少に対し、短期貸付金の回収等による資金の増加によ

り、当中間連結会計期間末には１０億８千１百万円（前連結会計年度末比１億８千２百万円増加）となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において、営業活動による資金収支は１億６千７百万円の増加（前中間連結会計期間は４億

４千万円の減少）となりました。これは、主に、売上債権の増加等による資金の減少に対し、税金等調整前中間純

利益等の増加による資金の増加によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において、投資活動による資金収支は２億９百万円の増加（前中間連結会計期間は４億５千

９百万円の増加）となりました。これは、有形固定資産取得による支出３億２千万円等に対し、短期貸付金の回収

による収入増加等があったことによるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間において、財務活動による資金収支は２億１千２百万円の減少（前中間連結会計期間は２億

１千１百万円の減少）となりました。これは、主として、配当金支払２億１千万円等によるものであります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  

(注) １ 金額は販売価格により、セグメント間の内部振替前の数値による。 
２ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  

(注) １ 金額は、セグメント間の内部振替前の数値による。 
２ 本表の金額には、消費税等は含まれていない。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
  

(注) １ セグメント間の取引については相殺消去している。 
２ 本表の金額には、消費税等は含まれていない。 
３ 主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりである。 

４ 上表の金額には、消費税等は含まれていない。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

電線・ケーブル 12,194 23.7 

電子材料・光部品他 2,204 1.2 

合計 14,398 19.6 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

電線・ケーブル 14,051 22.6 2,206 15.9

電子材料・光部品他 2,205 0.9 75 43.6

合計 16,256 19.1 2,281 16.7

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

金額(百万円) 前年同期比(％) 

電線・ケーブル 13,748 24.2 

電子材料・光部品他 2,208 1.1 

合計 15,956 20.4 

相 手 先 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

金額(百万円) 割合(％) 金額(百万円) 割合(％) 

住電日立ケーブル株式会社 4,725 35.6 5,118 32.1



３ 【対処すべき課題】 
当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の連結子会社)が対処すべき課題について、重要な変更

はない。 
  

４ 【経営上の重要な契約等】 
当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等はない。 

  
  

５ 【研究開発活動】 
当社グループの研究開発活動は、当社各事業部の技術部、研究開発部及びタツタ システム・エレクトロニクス株

式会社の開発部門において推進され、研究開発スタッフはグループ全体で25名であり、これは当社グループ総従業員

の約４％にあたる。当中間連結会計期間における研究開発費の総額は１億８千１百万円である。 
  

当中間連結会計期間における各セグメント別の研究の目的、主要課題、研究成果は次のとおりである。 

(1) 電線・ケーブル事業 

被覆線については、電力向けの当社主力商品である架空配電線に関して、製品寿命の面からの仕様改定に対応し

た製品の開発を精力的に行なっており、その一部は電力会社の承認を得て、出荷を開始した他、引き続いて他電力

の承認に向け、準備を進めている。また、今後の需要増加が見込めるロボット用電線についても、当社独自の高力

銅合金を導体に使用した耐屈曲性ケーブルを目玉として、営工一体となった積極的なＰＲ活動を展開しており、

除々にその効果が現われ始めている。 

光ファイバーケーブルについては、ドロップケーブル、ビル内ケーブルなどで、ユーザーニーズに応じた商品の

開発改良を行った。 

当事業部門に係る研究開発費は、７千３百万円である。 

  

(2) 電子材料・光部品他事業 

電子材料については、半導体の薄型化・小型化に対応した極細金ボンディングワイヤの生産技術を確立した。ま

たフレキシブルプリント配線板用のシールドフィルムは、摺動性・耐屈曲性に優れた超薄型フィルムを開発・商品

化した。さらに、銅ペーストでは、プリント配線板用に高信頼性接続材料の開発、商品化に取り組んだ。 

機器システム製品については、重要設備のセキュリティ対策として、各種ＩＣカードや生体認証装置を利用した

入退室管理システムを開発・商品化した。 

光部品については、通信関連商品の各種カプラに加え、ファイバーグレーティングを用いたファイバーレーザ

ー、センサーなど、一般産業分野向けの商品開発を行なった。 

当事業部門に係る研究開発費は、１億８百万円である。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更はな

い。 

前連結会計年度末において計画中であったタツタ システム・エレクトロニクス社本社工場の電子材料製造設備の

増設については、平成17年7月に完了した。これに伴い、同工場における生産能力は約50％増加する見込みである。 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる」旨定款に定めている。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項なし。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 156,693,000

計 156,693,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 70,156,394 70,156,394

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

(各市場第一部) 

(注) 

計 70,156,394 70,156,394 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 70,156,394 ― 6,676 ― 1,076



(4) 【大株主の状況】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社及び日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式の全ては、信託業務

に係る株式である。 

２ 三菱証券株式会社は、平成17年10月1日にＵＦＪつばさ証券株式会社と合併し、三菱ＵＦＪ証券株式会社と商号変更して

いる。 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,000株(議決権の数６個)含まれている。 

単元未満株式には自己株式856株が含まれている。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

日鉱金属株式会社 東京都港区虎ノ門２丁目10番１号 22,739 32.41 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1丁目2番10号 2,527 3.60 

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,322 3.31 

住友金属鉱山株式会社 東京都港区新橋５丁目11番３号 1,921 2.74 

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７番３号 1,572 2.24 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,291 1.84 

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６番６号 1,040 1.48 

三菱証券株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目４番１号 675 0.96 

タツタ電線共栄会 大阪府東大阪市岩田町２丁目３番１号 568 0.81 

大和証券株式会社 東京都千代田区大手町２丁目６番４号 527 0.75 

計 ― 35,183 50.15 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 

18,000 
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

69,746,000 
69,746 同上 

単元未満株式 
普通株式 

392,394 
― 同上 

発行済株式総数 70,156,394 ― ― 

総株主の議決権 ― 69,746 ― 



② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

(注) 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式が1,000株(議決権の数１個)、株主名簿上は

当社子会社の丸豊電線株式会社名義となっているが実質的に所有していない株式が10,000株(議決権の数10個)ある。 

なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式に含めている。 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第一部における市場相場による。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
タツタ電線株式会社 

東大阪市岩田町２―３―１ 18,000 ― 18,000 0.03

計 ― 18,000 ― 18,000 0.03

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 280 261 256 261 285 398

最低(円) 228 221 232 238 245 284



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第24

号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成している。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成している。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、新日本監査法人により中間監査を受けている。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金    647 854   673 

 ２ 受取手形及び売掛金    9,924 11,904   11,401 

 ３ 有価証券    240 240   240 

 ４ 棚卸資産    3,684 4,004   3,790 

 ５ 短期貸付金    2,261 1,570   2,001 

 ６ 繰延税金資産    177 190   215 

 ７ その他    194 408   235 

   貸倒引当金    △43 △44   △41 

  流動資産合計    17,087 61.1 19,129 65.5   18,516 64.5

Ⅱ 固定資産          

 (1) 有形固定資産          

  １ 建物及び構築物   9,438   9,589 9,430   

    減価償却累計額   7,199 2,239 7,363 2,225 7,274 2,155 

  ２ 機械装置及び 
    運搬具   18,568   17,751 17,705   

    減価償却累計額   16,075 2,493 15,502 2,248 15,466 2,239 

  ３ 工具器具備品   2,708   2,577 2,646   

    減価償却累計額   2,390 318 2,333 244 2,386 259 

  ４ 土地    2,390 2,339   2,389 

  ５ 建設仮勘定    264 51   103 

   有形固定資産合計    7,705 27.5 7,109 24.3   7,148 24.9

 (2) 無形固定資産          

  １ 施設利用権    7 7   7 

  ２ ソフトウェア    109 310   349 

  ３ その他    0 1   0 

   無形固定資産合計    116 0.4 319 1.1   357 1.2

 (3) 投資その他の資産          

  １ 投資有価証券    1,789 1,778   1,676 

  ２ 長期貸付金    0 0   0 

  ３ 長期前払費用    18 11   14 

  ４ 繰延税金資産    1,143 738   871 

  ５ その他    160 173   182 

    貸倒引当金    △30 △36   △45 

   投資その他の資産 
   合計    3,082 11.0 2,664 9.1   2,699 9.4

  固定資産合計    10,904 38.9 10,094 34.5   10,205 35.5

  資産合計    27,991 100.0 29,223 100.0   28,722 100.0

           



  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 支払手形及び買掛金    2,130 2,753   2,586 

 ２ 未払金    254 180   242 

 ３ 未払費用    698 592   606 

 ４ 未払法人税等    82 217   168 

 ５ その他    65 197   94 

  流動負債合計    3,231 11.5 3,942 13.5   3,697 12.9

Ⅱ 固定負債          

 １ 退職給付引当金    616 429   486 

 ２ 役員退職慰労引当金    251 306   276 

 ３ 総合設立厚生年金
基金引当金    139 114   135 

 ４ 連結調整勘定    160 111   130 

 ５ その他    14 8   13 

  固定負債合計    1,182 4.2 970 3.3   1,042 3.6

  負債合計    4,414 15.7 4,913 16.8   4,739 16.5

           

(少数株主持分)          

  少数株主持分    408 1.5 ― ―   ― ―

           

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    6,676 23.9 6,676 22.9   6,676 23.2

Ⅱ 資本剰余金    5,471 19.5 4,905 16.8   5,116 17.8

Ⅲ 利益剰余金    11,407 40.8 12,192 41.7   11,774 41.0

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    390 1.4 539 1.8   417 1.5

Ⅴ 自己株式    △775 △2.8 △3 △0.0   △1 △0.0

  資本合計    23,169 82.8 24,310 83.2   23,982 83.5

  負債、少数株主持分 
  及び資本合計    27,991 100.0 29,223 100.0   28,722 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    13,253 100.0 15,956 100.0   28,929 100.0

Ⅱ 売上原価 ※1  11,373 85.8 13,737 86.1   24,696 85.4

   売上総利益    1,880 14.2 2,219 13.9   4,233 14.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費          

 １ 荷造費及び運送費   273   300 621   

 ２ 販売手数料   18   10 42   

 ３ 貸倒引当金繰入額   3   5 17   

 ４ 役員従業員給料手当   741   785 1,497   

 ５ 福利厚生費   118   108 208   

 ６ 退職給付引当金 
   繰入額   61   65 130   

 ７ 役員退職慰労引当金 
   繰入額   33   30 58   

 ８ 減価償却費   64   80 134   

 ９ 研究開発費   156   150 315   

 10 賃借料   67   61 129   

 11 通信交通費   77   74 153   

 12 租税課金   43   46 82   

 13 その他   49 1,709 12.9 27 1,746 10.9 132 3,522 12.1

   営業利益    170 1.3 473 3.0   710 2.5

Ⅳ 営業外収益          

 １ 受取利息   8   5 14   

 ２ 受取配当金   17   19 26   

 ３ 連結調整勘定償却額   20   20 40   

 ４ 持分法による 
   投資利益   7   12 20   

 ５ 賃貸収入   17   14 35   

 ６ その他   16 88 0.7 14 87 0.5 38 176 0.6

Ⅴ 営業外費用          

 １ 支払利息   0   0 1   

 ２ 賃貸費用   8   7 16   

 ３ その他   2 11 0.1 7 16 0.1 7 25 0.1

   経常利益    247 1.9 544 3.4   861 3.0



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅵ 特別利益          

 １ 投資有価証券売却益   ―   ― 90   

 ２ 貸倒引当金戻入益   2   10 3   

 ３ 厚生年金基金代行 
   部分返上修正益   33   ― 33   

 ４ 厚生年金基金引当 
   金戻入益   ―   16 ―   

 ５ 前期未払運賃計上 
   修正益   ―   19 ―   

 ６ ソフトウェア開発 
   遅延損害賠償金受入   ―   9 ―   

 ７ その他   0 36 0.2 ― 55 0.4 0 127 0.4

Ⅶ 特別損失          

 １ 退職給付費用   15   ― 31   

 ２ ゴルフ会員権評価損   ―   1 ―   

 ３ 投資有価証券評価損   ―   ― 6   

 ４ 電線・ケーブル事業 
   構造改善費用 ※２ 74   ― 85   

 ５ 固定資産除却損 ※３ ―   12 19   

 ６ 固定資産売却損 ※４ ―   21 ―   

 ７ 減損損失 ※５ ―   ― 25   

 ８ その他 ※６ 8 98 0.7 ― 35 0.2 8 177 0.6

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益    185 1.4 564 3.6   812 2.8

   法人税、住民税及び 
   事業税   45   74 87   

   法人税等調整額   39 85 0.7 72 147 1.0 255 343 1.1

   少数株主利益    15 0.1 ― ―   16 0.1

   中間(当期)純利益    84 0.6 416 2.6   451 1.6

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  
  

  
前中間連結会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   5,471 5,116   5,471

Ⅱ 資本剰余金増加高     

  自己株式処分差益 ― ― ― ― 100 100

Ⅲ 資本剰余金減少高      

  自己株式消却額 ― ― 455 

  配当金 ― ― 210 210 ― 455

Ⅳ 資本剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  5,471 4,905   5,116

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   11,526 11,774   11,526

Ⅱ 利益剰余金増加高     

  中間(当期)純利益 84 416 451 

  連結子会社増加に伴う 
  剰余金増加高 

3 88 6 423 3 455

Ⅲ 利益剰余金減少高     

  配当金 203 ― 203 

  役員賞与 3 207 5 5 3 207

Ⅳ 利益剰余金中間期末 
  (期末)残高 

  11,407 12,192   11,774

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

   税金等調整前中間(当期) 
   純利益 

 185 564 812

   減価償却費  392 369 798

   減損損失  ― ― 25

   連結調整勘定償却額  △20 △20 △40

   持分法による投資利益  △7 △12 △20

   退職給付引当金の増減額  △385 △57 △515

   役員退職慰労引当金の 
   増減額 

 △5 30 19

   総合設立厚生年金基金 
   引当金の増減額 

 1 △20 △2

   貸倒引当金の増減額  △43 △5 △31

   受取利息及び受取配当金  △26 △25 △41

   投資有価証券売却益  ― ― △90

   投資有価証券評価損  ― ― 6

   投資有価証券評価益  ― △2 ―

   ゴルフ会員権評価損  ― 1 ―

   支払利息  0 0 1

   有形固定資産売却益  ― ― 0

   有形固定資産売却損  ― 21 ―

   有形固定資産除却損  10 14 82

   売上債権の増減額  △61 △485 △1,562

   棚卸資産の増減額  △54 △213 △160

   その他流動資産の増減額  81 △170 50

   仕入債務の増減額  △334 162 120

   未払金の増減額  △15 △29 △72

   未払費用の増減額  1 1 93

   未払消費税等の増減額  9 △56 61

   その他流動負債の増減額  △77 100 △49

   役員賞与の支払額  △3 △5 △3

   少数株主が負担する役員 
   賞与の支払額 

 △1 ― △1

    小計  △356 159 △522

   利息及び配当金の受取額  34 36 55

   利息の支払額  0 0 △1

   法人税等の支払額  △117 △26 △73

  営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

 △440 167 △542



  

  
  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

   有価証券の取得による支出  △1 △31 △11

   有価証券の売却等による 
   収入 

 103 129 361

   有形固定資産の取得による 
   支出 

 △352 △320 △474

   有形固定資産の売却による 
   収入 

 ― 28 1

   無形固定資産の取得による 
   支出 

 ― △21 △258

   短期貸付金増減額  710 430 970

   長期貸付金回収による収入  0 0 0

   ゴルフ会員権売却による 
   収入 

 0 ― 0

   その他  ― △5 0

  投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

 459 209 589

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

   配当金の支払額  △203 △210 △203

   少数株主への配当金の 
   支払額 

 △5 ― △5

   自己株式の取得による支出  △1 △2 △4

  財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

 △211 △212 △214

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額  △191 164 △166

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 1,032 899 1,032

Ⅵ 新規連結に伴う現金及び 
  現金同等物の増加 

 34 16 34

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 874 1,081 899

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に

関する事項 

 連結の範囲に含めた子会社

は次の６社である。 

 中国電線工業株式会社 

 丸豊電線株式会社 

 タツタ システム・エレク

トロニクス株式会社 

 株式会社タツタ環境分析セ

ンター 

 大東資材株式会社 

 株式会社タツタトレーディ

ング 

 前連結会計年度において非

連結子会社であった大東資材

株式会社及び株式会社タツタ

トレーディングは、重要性が

増したことにより当中間連結

会計期間より連結の範囲に含

めている。 

 連結の範囲に含めた子会社

は次の７社である。 

 中国電線工業株式会社 

 丸豊電線株式会社 

 タツタ システム・エレク

トロニクス株式会社 

 株式会社タツタ環境分析セ

ンター 

 大東資材株式会社 

 株式会社タツタトレーディ

ング 

 タツタ商事株式会社 

 前連結会計年度において非

連結子会社であったタツタ商

事株式会社は、重要性が増し

たことにより当中間連結会計

期間より連結の範囲に含めて

いる。 

 連結の範囲に含めた子会社

は次の６社である。 

 中国電線工業株式会社 

 丸豊電線株式会社 

 タツタ システム・エレク

トロニクス株式会社 

 株式会社タツタ環境分析セ

ンター 

 大東資材株式会社 

 株式会社タツタトレーディ

ング 

 前連結会計年度において非

連結子会社であった大東資材

株式会社及び株式会社タツタ

トレーディングは、重要性が

増したことにより当連結会計

年度より連結の範囲に含めて

いる。 

   非連結子会社はタツタ商事

株式会社であり、同社は、小

規模であり、総資産、売上

高、中間純損益及び利益剰余

金等はいずれも中間連結財務

諸表に重要な影響を及ぼして

いないため連結の範囲から除

外している。 

   非連結子会社はタツタ商事

株式会社であり、同社は小規

模であり、総資産、売上高、

当期純損益及び利益剰余金等

はいずれも連結財務諸表に重

要な影響を及ぼしていないた

め連結の範囲から除外してい

る。 

２ 持分法の適用

に関する事項 

 持分法適用の関連会社 

 株式会社日鉱ポリテック 

 なお、非連結子会社(1社)

については、中間連結純損益

及び連結利益剰余金等に及ぼ

す影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除

外している。 

 当社の関連会社は株式会社

日鉱ポリテック１社であり、

持分法を適用している。 

  

 持分法適用の関連会社１社 

 株式会社日鉱ポリテック 

 なお、非連結子会社(１社)

については、連結純損益及び

連結利益剰余金等に及ぼす影

響が軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため、持

分法の適用範囲から除外して

いる。 

３ 連結子会社の

中間決算日

(決算日)等に

関する事項 

 すべての連結子会社の中間

期の末日は、中間連結決算日

と一致している。 

同左  すべての連結子会社の事業

年度の末日は、連結決算日と

一致している。 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準

に関する事項 

      

 (1) 重要な資産

の評価基準及

び評価方法 

イ 有価証券 

 その他有価証券 

 ・時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算定

している。) 

イ 有価証券 

 その他有価証券 

 ・時価のあるもの 

  中間連結決算日の市場価

格等に基づく時価法(評

価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価

は移動平均法により算定

している。)なお、組込

デリバティブを区分して

測定することが出来ない

複合金融商品は、全体を

時価評価し、評価差額を

営業外損益に計上してい

る。 

イ 有価証券 

 その他有価証券 

 ・時価のあるもの 

  連結決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法に

より処理し、売却原価

は移動平均法により算

定) 

   ・時価のないもの 

  移動平均法による原価法 

 ・時価のないもの 

同左 

 ・時価のないもの 

同左 

  ロ デリバティブ 

――― 

ロ デリバティブ 

  時価法 

ロ デリバティブ 

――― 

  ハ 棚卸資産 

  製品、仕掛品、原材料 

  主として総平均法(原料

銅についてのみ月別総平均

法)による低価法を採用し

ている。 

ハ 棚卸資産 

同左 

ハ 棚卸資産 

同左 

        

 (2) 重要な減価

償却資産の減

価償却の方法 

イ 有形固定資産 

  定率法によっている。 

  ただし、当社及び連結子

会社は平成10年４月１日以

降に取得した建物(附属設

備を除く)については定額

法を採用している。 

  なお主な耐用年数は次の

とおりである。 

  建物及び構築物 

15～50年 

  機械装置及び運搬具 

４～10年 

イ 有形固定資産 

同左 

イ 有形固定資産 

同左 

  ロ 無形固定資産 

  定額法によっている。 

  なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける見込利用可能期間

(５年)に基づいている。 

ロ 無形固定資産 

同左 

ロ 無形固定資産 

同左 



  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (3) 重要な引当

金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上している。 

イ 貸倒引当金 

同左 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上してい

る。 

  会計基準変更時差異

(2,663百万円)の内2,010百

万円は退職給付信託設定に

より償却し、残額652百万

円は５年による均等償却を

行ってきたが、平成14年10

月における厚生年金基金代

行部分の返上に伴い、当該

時点における会計基準変更

時差異の未償却残高は77百

万円となり、これを残存償

却期間（2.5年）で均等償

却を行っている。 

  過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数 

(12年)による定額法により

費用処理をすることとして

いる。 

  数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12

年）による定額法により按

分した額をそれぞれの翌連

結会計年度から費用処理す

ることとしている。 

ロ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備え

るため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末

において発生していると認

められる額を計上してい

る。 

  過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

(12年)による定額法により

費用処理をすることとして

いる。 

  数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（12

年）による定額法により按

分した額をそれぞれの翌連

結会計年度から費用処理す

ることとしている。 

ロ 退職給付引当金 

  当社及び連結子会社にお

いて、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基

づき計上している。なお、

会計基準変更時差異(2,663

百万円)の内2,010百万円は

退職給付信託設定により償

却し、残額652百万円は５

年による均等償却を行って

きたが、平成14年10月にお

ける厚生年金基金代行部分

の返上に伴い、当該時点に

おける会計基準変更時差異

の未償却残高は77百万円と

なり、これを残存償却期間 

(2.5年) で均等償却を行っ

ている。 

  過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数 

(12年)による定額法により

費用処理をすることとして

いる。 

  数理計算上の差異は、各

連結会計年度の発生時にお

ける従業員の平均残存勤務

期間内の一定の年数(12年)

による定額法により按分し

た額をそれぞれの翌連結会

計年度から費用処理するこ

ととしている。 

  ハ 役員退職慰労引当金 

  役員に対する退職慰労金

の支出に備えるため、内規

に基づく中間期末要支給額

を計上している。 

ハ 役員退職慰労引当金 

同左 

ハ 役員退職慰労引当金 

  役員に対する退職慰労金

の支出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計

上している。 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ニ 総合設立厚生年金基金引

当金 

  子会社２社が加入してい

る西日本電線工業厚生年金

基金の積立不足金（平成16

年3月31日現在7,411百万

円）につき将来の拠出金増

加に備え、両社の負担相当

額を合理的な方法により見

積もっている。 

ニ 総合設立厚生年金基金引

当金 

  子会社２社が加入してい

る西日本電線工業厚生年金

基金の積立不足金（平成17

年3月31日現在6,082百万

円）につき将来の拠出金増

加に備え、両社の負担相当

額を合理的な方法により見

積もっている。 

ニ 総合設立厚生年金基金引

当金 

  子会社２社が加入してい

る西日本電線工業厚生年金

基金の積立不足金（平成16

年3月31日現在7,411百万

円）につき将来の拠出金増

加に備え、両社の負担相当

額を合理的な方法により見

積もっている。 

 (4) 重要な外貨

建の資産又は

負債の本邦通

貨への換算の

基準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。 

同左  外貨建金銭債権債務は、連

結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。 

 (5) 重要なリー

ス取引の処理

方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係わる方法に準じた

会計処理によっている。 

同左 同左 

 (6) その他中間

連結財務諸表

(連結財務諸

表)作成のた

めの基本とな

る重要な事項 

イ 消費税等の会計処理 

  税抜方式によっている。 

ロ 連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用して

いる。 

イ 消費税等の会計処理 

同左 

ロ 連結納税制度の適用 

同左 

イ 消費税等の会計処理 

同左 

ロ 連結納税制度の適用 

同左 

５ 中間連結キャ

ッシュ・フロ

ー計算書(連

結キャッシ

ュ・フロー計

算書)におけ

る資金の範囲 

 中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現金

及び現金同等物)は、手許現

金、随時に引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期

限の到来する短期投資からな

っている。 

同左  連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ

価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から

３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってい

る。 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第６号 平成15

年10月31日）を適用している。 

 これにより税金等調整前当期純利

益は25百万円減少している。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

いる。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間連結貸借対照表) 

 前中間連結会計期間において、固定資産の「その他」

として表示していた「工具器具備品」（前中間連結会計

期間2,709百万円）、「減価償却累計額」（前中間連結

会計期間2,356百万円）について、当中間連結会計期間

より独立掲記している。 

――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」（平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対

応報告第12号）に従い法人事業税の

付加価値割及び資本割については、

販売費及び一般管理費に計上してい

る。この結果、販売費及び一般管理

費が18百万円増加し、営業利益、経

常利益及び税金等調整前中間純利益

が、18百万円減少している。 

―――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上している。こ

の結果、販売費及び一般管理費が36

百万円増加し、営業利益、経常利益

及び税金等調整前当期純利益が、36

百万円減少している。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 
  

  

(中間連結損益計算書関係) 
  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

 １ 保証債務 

  (1) 従業員の住宅資金等の銀行

借入金64百万円に対する保

証を行っている。 

 １ 保証債務 

  (1) 従業員の住宅資金等の銀行

借入金55百万円に対する保

証を行っている。 

 １ 保証債務 

  (1) 従業員の住宅資金等の銀行

借入金55百万円に対し保証

を行っている。 

  (2) 出資先である常州金源銅業

公司の銀行借入金40百万円

(362千USドル)に対し保証

を行っている。 

  (2) 出資先である常州金源銅業

公司の銀行借入金41百万円

(362千USドル)に対し保証

を行っている。 

  (2) 出資先である常州金源銅業

公司の銀行借入金38百万円

(362千USドル)に対し保証

を行っている。 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 棚卸資産の低価法による評価

損は0百万円であり、売上原

価に含めている。 

※１ 棚卸資産の低価法による評価

損は3百万円であり、売上原

価に含めている。 

※１ 棚卸資産の低価法による評価

損は1百万円であり、売上原

価に含めている。 

※２ 電線・ケーブル事業構造改善

費用の内訳 

  選択定年退職金 12百万円

  棚卸資産廃棄損 52百万円

  機械装置除却損 10百万円

――― ※２ 電線・ケーブル事業構造改善

費用の内訳は次の通りであ

る。 

 電線・ケーブル 
  製造設備除却損 

66百万円

  棚卸資産廃棄損 7百万円

  選択定年退職金 12百万円

――― ※３ 固定資産除却損の内訳 

  電線・ケーブル
  製造設備 

12百万円

※３ 固定資産除却損の内訳 

 電線・ケーブル 
  製造設備 

3百万円

 情報システム
  再構築に伴う 
  旧ソフトウェア 

16百万円

――― ※４ 固定資産売却損の内訳 

  土地 21百万円

――― 



  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― ――― ※５ 減損損失 

   当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グル

ープについて減損損失を計上

した。 

   当社グループは資産をセグメ

ント別、場所別、事業用途別

にグルーピングを行ってい

る。 

   ㈱タツタ環境分析センターの

ダイオキシン分析事業につい

て、競争の激化による市場環

境の著しい悪化により営業活

動から生じるキャッシュ・フ

ローのマイナスが継続してい

る。今後長期間にわたり事業

環境の回復が見込めないた

め、当該事業に係わる資産の

回収可能額について使用価値

をゼロとし、帳簿価額全額を

減損損失（25百万円）として

特別損失に計上した。 

   その内訳は建物7百万円、工

具器具備品18百万円である。 

場所 用途 種類 

タツタ環境
分析センター
大阪府 
東大阪市 

ダイオキシン 
分析事業関連 
設備 

建物、工具 
器具備品 

※６ その他の内訳 

  特別退職金 5百万円

  貸倒損失 1百万円

  従業員寮整備費用 1百万円

――― ※６ その他の内訳 

  特別退職金 5百万円

  貸倒損失 1百万円

  従業員寮整備費用 1百万円

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成16年９月30日) 

現金及び預金勘定 647百万円

有価証券勘定 240 

預入期間が３か月を 
超える定期預金 

△14 

現金及び現金同等物 874百万円
  

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成17年９月30日) 

現金及び預金勘定 854百万円

有価証券勘定 240 

預入期間が３か月を
超える定期預金 

△14

現金及び現金同等物 1,081百万円
  

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係 

(平成17年３月31日) 

現金及び預金勘定 673百万円

有価証券勘定 240 

預入期間が３か月を 
超える定期預金 

△14 

現金及び現金同等物 899百万円
 



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具器具備
品 78 34 43

ソフト 
ウェア 21 15 6

合計 100 50 50

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

工具器具備
品 79 45 33

ソフト 
ウェア 8 4 4

合計 88 50 37

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置及
び運搬具 3 3 ―

工具器具
備品 82 44 38

ソフト
ウェア 21 16 5

合計 107 63 43

(注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

同左 (注) 取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定している。 

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注) 未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定している。 

１年内 19百万円

１年超 30百万円

合計 50百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

同左 

１年内 16百万円

１年超 20百万円

合計 37百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

(注) 未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定している。 

１年内 18百万円

１年超 24百万円

合計 43百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 10百万円

減価償却費相当額 10百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 21百万円

減価償却費相当額 21百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 
  

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  
２ 時価のない主な有価証券の内容 

  

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理に該当したものはない。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～

50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行ってい

る。 
  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 
  

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  
２ 時価のない主な有価証券の内容 

  

(注) 当中間連結会計期間において、その他有価証券で時価のあるものについて減損処理に該当したものはない。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～

50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行ってい

る。 

  

  取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(1) 株式 472 1,058 585

(2) 債券  

   国債・地方債等 153 231 78

   社債 219 221 1

   その他 ― ― ―

(3) その他 ― ― ―

合計 845 1,512 666

  
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

 ＭＭＦ等 240

 非上場株式(店頭売買株式を除く) 277

  取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(1) 株式 471 1,389 918

(2) 債券  

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 117 118 0

   その他 2 2 0

(3) その他 ― ― ―

合計 590 1,509 918

  
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

 ＭＭＦ等 240

 非上場株式 268



前連結会計年度(平成17年3月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 時価のない主な有価証券の内容 

  

(注) 当連結会計年度において、有価証券について６百万円(その他有価証券で時価のない株式６百万円)減損処理を行っている。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～

50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行ってい

る。 

  

  取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

(1) 株式 470 1,181 711

(2) 債券  

   国債・地方債等 ― ― ―

   社債 214 215 1

   その他 2 2 0

(3) その他 ― ― ―

合計 686 1,399 712

  
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券 

 ＭＭＦ等 240

 非上場株式 277



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

  
  
（注） 

  

区分 種類 

前中間連結会計期間末 
（平成16年９月30日） 

当中間連結会計期間末
（平成17年９月30日） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

契約額等 うち 
1年超 時価 評価損益 契約額等 うち

1年超 時価 評価損益 契約額等
うち 
1年超 時価 評価損益

(百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円) (百万円)

市場取引 
以外の 
取引 

デュアルカ
レンシー債
BNPパリバ債 

－ － － － 30 30 22 △7 － － － －

合計 － － － － 30 30 22 △7 － － － －

  前中間連結会計期間末 当中間連結会計期間末 前連結会計年度 

１、評価損益について ― 
複合金融商品全体として時

価評価し、営業外損益に計

上している。 
― 

２、時価の算定方法 ― 
取引先金融機関から提示さ

れた価格等に基づき算定し

ている。 
― 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

  事業は、製品の製造方法・製造過程、並びに使用目的及び販売方法の類似性を考慮し、電線・ケーブル、電子材料・光部

品他に区分している。 

２ 事業区分に属する主要な製品 

３ 営業費用は全て各セグメントに配賦している。 

  

当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

  事業は、製品の製造方法・製造過程、並びに使用目的及び販売方法の類似性を考慮し、電線・ケーブル、電子材料・光部

品他に区分している。 

２ 事業区分に属する主要な製品 

３ 営業費用は全て各セグメントに配賦している。 

  

  
電線・ケーブル 
(百万円) 

電子材料・
光部品他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

11,069 2,184 13,253 ― 13,253

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

9 32 42 (42) ―

計 11,078 2,217 13,296 (42) 13,253

営業費用 11,007 2,140 13,148 (64) 13,083

営業利益 71 76 148 22 170

事業区分 主要製品

電線・ケーブル 裸線、ケーブル（電力用、光・通信用）、被覆線、工事・付属品 

電子材料・光部品他 電子材料、機器システム製品、光部品類、環境分析他

  
電線・ケーブル 
(百万円) 

電子材料・
光部品他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

13,748 2,208 15,956 ― 15,956

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

11 52 64 (64) ―

計 13,759 2,261 16,021 (64) 15,956

営業費用 13,511 2,056 15,567 (84) 15,483

営業利益 247 205 453 20 473

事業区分 主要製品

電線・ケーブル 裸線、ケーブル（電力用、光・通信用）、被覆線、工事・付属品 

電子材料・光部品他 電子材料、機器システム製品、光部品類、環境分析他



前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日) 

  

(注) １ 事業区分の方法 

  事業は、製品の製造方法・製造過程、並びに使用目的及び販売方法の類似性を考慮し、電線・ケーブル、電子材料・光部

品他に区分している。 

２ 事業区分に属する主要な製品 

３ 営業費用は全て各セグメントに配賦している。 

  

  
電線・ケーブル 
(百万円) 

電子材料・
光部品他 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

24,727 4,202 28,929 ― 28,929

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

19 69 88 ( 88) ―

計 24,746 4,272 29,018 ( 88) 28,929

営業費用 24,249 4,101 28,351 (131) 28,219

営業利益 497 170 667 42 710

事業区分 主要製品

電線・ケーブル 裸線、ケーブル（電力用、光・通信用）、被覆線、工事・付属品 

電子材料・光部品他 電子材料、機器システム製品、光部品類、環境分析他



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平

成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)において、本邦以外の国又は地域に

所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため該当事項はない。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自平成16年４月１日 至平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平

成17年９月30日)及び前連結会計年度(自平成16年４月１日 至平成17年３月31日)において、海外売上高は、いずれも

連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略している。 

  

(１株当たり情報) 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 340.79円 １株当たり純資産額 346.61円 １株当たり純資産額 341.84円

１株当たり中間純利益 1.24円 １株当たり中間純利益 5.94円 １株当たり当期純利益 6.53円

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、新株予約権
付社債等潜在株式がないため、記載
していない。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、新株予約権
付社債等潜在株式がないため、記載
していない。 

なお、潜在株式調整後１株当たり
当期純利益については、新株予約権
付社債等潜在株式がないため、記載
していない。 

  

１株当たり中間純利益の算定上の基
礎 

中間純利益 84百万円

普通株主に帰属しない 
金額の主要な内訳 

該当事項なし

普通株式に係る中間純 
利益 

84百万円

普通株式の期中平均 
株式数 

67,991,076株

  

１株当たり中間純利益の算定上の基
礎 

中間純利益 416百万円

普通株主に帰属しない
金額の主要な内訳 

該当事項なし

普通株式に係る中間純
利益 

416百万円

普通株式の期中平均
株式数 

70,143,018株

１株当たり当期純利益の算定上の基
礎 

当期純利益 451百万円

普通株主に帰属しない 
金額 
（利益処分による役員 
賞与金） 

4百万円

普通株式に係る当期純 
利益 

447百万円

普通株式の期中平均 
株式数 

68,572,209株



(重要な後発事象) 

  

(前中間連結会計期間) (自 平成16年４月1日  至 平成16年９月30日) 

当社と当社の子会社である中国電線工業株式会社が、平成16年５月27日に締結した株式交換契約書について、平

成16年６月21日に開催された中国電線工業株式会社の株主総会における承認をもって、平成16年10月１日付で中国

電線工業株式会社を株式交換により完全子会社とした。 

株式交換の内容は以下のとおりである。 

（株式交換比率） 

（注）１．株式の割当比率 

中国電線工業株式１株につき当社株式４株を割当交付する。 

ただし、当社が保有する中国電線工業の株式（1,257,000株）については、割当を行わない。 

２．株式交換により割当交付する株式数 

全株当社が所有する自己株式2,172,000株を割当交付する。 

  

株式交換の結果、当社の資本の部の金額が410百万円増加した。 

  

(当中間連結会計期間) (自 平成17年４月1日  至 平成17年９月30日) 

該当事項はない。 

  

  

(前連結会計年度) (自 平成16年４月1日  至 平成17年３月31日) 

該当事項はない。 

  

会社名 当社 中国電線工業 

交換比率 １ ４ 



(2) 【その他】 

該当事項はない。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金    275 352   280 

 ２ 受取手形    1,303 1,488   1,391 

 ３ 売掛金    6,745 8,356   8,175 

 ４ 有価証券    41 41   41 

 ５ 棚卸資産    3,187 3,374   3,190 

 ６ 短期貸付金    1,924 1,759   1,670 

 ７ その他    414 667   472 

   貸倒引当金    △9 △10   △10 

  流動資産合計    13,882 56.2 16,030 61.9   15,211 59.2

Ⅱ 固定資産          

 (1) 有形固定資産 ※1        

  １ 建物    1,859 1,720   1,785 

  ２ 機械及び装置    2,178 1,797   1,948 

  ３ 土地    2,276 2,225   2,276 

  ４ 建設仮勘定    264 45   7 

  ５ その他    425 376   397 

   有形固定資産合計    7,005 6,165   6,415 

 (2) 無形固定資産    109 313   350 

 (3) 投資その他の資産          

  １ 投資有価証券    1,433 1,486   1,299 

  ２ その他    2,290 1,936   2,440 

    貸倒引当金    △30 △35   △39 

   投資その他の資産 
   合計    3,693 3,387   3,700 

  固定資産合計    10,807 43.8 9,866 38.1   10,466 40.8

  資産合計    24,690 100.0 25,896 100.0   25,677 100.0

           



  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

 １ 支払手形    136 218   158 

 ２ 買掛金    1,327 1,804   1,806 

 ３ 未払法人税等    28 28   55 

 ４ その他 ※３  847 670   746 

  流動負債合計    2,339 9.5 2,722 10.5   2,767 10.8

Ⅱ 固定負債          

 １ 退職給付引当金    452 272   323 

 ２ 役員退職慰労引当金    214 256   233 

 ３ その他    10 7   9 

  固定負債合計    678 2.7 536 2.1   567 2.2

  負債合計    3,017 12.2 3,258 12.6   3,334 13.0

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    6,676 27.0 6,676 25.8   6,676 26.0

Ⅱ 資本剰余金          

 １ 資本準備金   987   1,076 1,076   

 ２ その他資本剰余金   4,684   4,018 4,228   

   資本剰余金合計    5,671 23.0 5,094 19.7   5,305 20.7

Ⅲ 利益剰余金          

 １ 利益準備金   883   883 883   

 ２ 任意積立金   6,943   6,943 6,943   

 ３ 中間(当期) 
   未処分利益   1,895   2,525 2,134   

   利益剰余金合計    9,721 39.4 10,352 39.9   9,960 38.8

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    378 1.5 518 2.0   402 1.5

Ⅴ 自己株式    △775 △3.1 △3 △0.0   △1 △0.0

  資本合計    21,672 87.8 22,637 87.4   22,342 87.0

  負債資本合計    24,690 100.0 25,896 100.0   25,677 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     10,799 100.0 13,084 100.0   24,011 100.0

Ⅱ 売上原価     9,703 89.8 11,911 91.0   21,422 89.2

   売上総利益     1,096 10.2 1,173 9.0   2,589 10.8

Ⅲ 販売費及び 
  一般管理費 

    1,065 9.9 1,113 8.5   2,247 9.4

   営業利益     31 0.3 59 0.5   341 1.4

Ⅳ 営業外収益 ※１   105 1.0 113 0.9   186 0.8

Ⅴ 営業外費用 ※２   19 0.2 23 0.2   38 0.2

   経常利益     117 1.1 149 1.2   490 2.0

Ⅵ 特別利益 ※３   34 0.3 239 1.8   125 0.5

Ⅶ 特別損失 ※４   91 0.8 27 0.2   140 0.5

   税引前中間 
   (当期)純利益 

    60 0.6 361 2.8   474 2.0

   法人税、住民税 
   及び事業税 

  △5   △93 △40   

   法人税等調整額   27 21 0.2 63 △29 △0.2 237 196 0.8

   中間(当期) 
   純利益 

    38 0.4 391 3.0   277 1.2

   前期繰越利益     1,856 2,134   1,856 

   中間(当期) 
   未処分利益 

    1,895 2,525   2,134 

            



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基

準及び評価方

法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会社

株式 

  …移動平均法による原価

法 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

(1) 有価証券 

  子会社株式及び関連会社

株式 

同左 

    その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   …決算日の市場価格等

に基づく時価法(評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定) 

     時価のないもの 

   …移動平均法による原

価法 

   時価のないもの 

同左 

   時価のないもの 

同左 

  (2) 棚卸資産 

  製品 仕掛品 原材料 

  総平均法(原料銅につい

てのみ月別総平均法)に

よる低価法 

(2) 棚卸資産 

同左 

(2) 棚卸資産 

同左 

    貯蔵品 

  総平均法による原価法 

    

２ 固定資産の減

価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

  定率法によっている。 

  ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物(附

属設備を除く)については

定額法を採用している。 

  なお、主な耐用年数は次

のとおりである。 

建物 31～50年

機械及び装置 ８～10年

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法によっている。 

  なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける見込利用可能期間

(５年)に基づいている。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 重要な引当金

の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上している。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上している。 

  会計基準変更時差異

(2,663百万円)の内2,010百

万円は退職給付信託設定に

より償却し、残額652百万

円は５年による均等償却を

行ってきたが、平成14年10

月における厚生年金基金代

行部分の返上に伴い、当該

時点での会計基準変更時差

異の未償却残高は77百万円

となり、これを残存償却期

間（2.5年）で均等償却を

行っている。 

  過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法によ

り費用処理することとして

いる。 

  数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数(12年)によ

る定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することと

している。 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、当

中間会計期間末において発

生していると認められる額

を計上している。 

  過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法によ

り費用処理することとして

いる。 

  数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数(12年)によ

る定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌事業年

度から費用処理することと

している。 

(2) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上

している。なお、会計基準

変更時差異(2,663百万円)

の内2,010百万円は退職給

付信託設定により償却し、

残額652百万円は５年によ

る均等償却を行ってきた

が、平成14年10月における

厚生年金基金代行部分の返

上に伴い、当該時点におけ

る会計基準変更時差異の未

償却残高は77百万円とな

り、これを残存償却期間 

(2.5年）で均等償却を行っ

ている。 

  過去勤務債務は、その発

生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（12年）による定額法によ

り費用処理することとして

いる。 

  数理計算上の差異は、各

事業年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(12年)に

よる定額法により按分した

額をそれぞれの翌事業年度

から費用処理することとし

ている。 

  (3) 役員退職慰労引当金 

  役員に対する退職慰労金

の支出に備えるため、内規

に基づく中間期末要支給額

を計上している。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

  役員に対する退職慰労金

の支出に備えるため、内規

に基づく期末要支給額を計

上している。 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 外貨建の資産

及び負債の本

邦通貨への換

算基準 

 外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は

損益として処理している。 

同左  外貨建金銭債権債務は、期

末日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益

として処理している。 

５ リース取引の

処理方法 

 リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸

借取引に係わる方法に準じた

会計処理によっている。 

同左 同左 

６ その他中間財

務諸表(財務

諸表)作成の

ための基本と

なる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

  税抜き方式によってい

る。 

(2) 連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用して

いる。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  

(2) 連結納税制度の適用 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  

(2) 連結納税制度の適用 

同左 



会計処理の変更 
  

  

追加情報 
  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第6号）

を適用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

――― （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度から「固定資産の減損

に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」（企業会計審議会 平成14年

8月9日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10

月31日）を適用している。 

 これによる損益に与える影響はな

い。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当中間会計期間から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い法人事業税の付加価

値割及び資本割については、販売費

及び一般管理費に計上している。 

 この結果、販売費及び一般管理費

が18百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、18百

万円減少している。 

―――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に公布され、平成16年

４月１日以後に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上している。この

結果、販売費及び一般管理費が36百

万円増加し、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益が、36百万円減

少している。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資

産の減価償却

累計額 

23,725百万円 23,293百万円 23,154百万円 

        

 ２ 保証債務 (1) 従業員の住宅資金等の銀

行借入金に対する債務保証 

64百万円 

(1) 従業員の住宅資金等の銀

行借入金に対する債務保証 

55百万円 

(1) 従業員の住宅資金等の銀

行借入金に対する債務保証 

55百万円 

  (2) 出資先である常州金源銅

業有限公司の銀行借入金に

対する債務保証 

40百万円 

362千ＵＳドル 

(2) 出資先である常州金源銅

業有限公司の銀行借入金に

対する債務保証 

41百万円 

362千ＵＳドル 

(2) 出資先である常州金源銅

業有限公司の銀行借入金に

対する債務保証 

38百万円 

362千ＵＳドル 

        

※３ 消費税等の

取り扱い 

 仮払消費税等及び仮受消費

税等は、相殺のうえ、金額的

に重要性が乏しいため、流動

負債の「その他」に含めて表

示している。 

同左 ――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  
  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち 
   主なもの 

 

   受取利息 5百万円 5百万円 10百万円

   有価証券利息 0百万円 0百万円 0百万円

   受取配当金 37百万円 53百万円 52百万円

   賃貸収入 47百万円 42百万円 93百万円

※２ 営業外費用のうち 
   主なもの 

 

   支払利息 0百万円 0百万円 1百万円

   賃貸費用 16百万円 15百万円 33百万円

※３ 特別利益のうち 
主なもの 

 

   投資有価証券売却益 ―百万円 ―百万円 90百万円

   厚生年金基金代行 
   部分返上修正益 

33百万円 ―百万円 33百万円

   関係会社株式売却益 ―百万円 206百万円 ―百万円

※４ 特別損失のうち 
   主なもの 

 

   退職給付費用 15百万円 ―百万円 31百万円

   固定資産売却損 ―百万円 21百万円 ―百万円

   固定資産除却損 ―百万円 4百万円 16百万円

   電線・ケーブル事業 
   構造改善費用 

74百万円 ―百万円 85百万円

 ５ 減価償却実施額  

   有形固定資産 313百万円 261百万円 634百万円

   無形固定資産 18百万円 43百万円 38百万円



(リース取引関係) 

  

  

(有価証券関係) 

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはない。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略している。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料中間期末残高が有形

固定資産の中間期末残高に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定してい

る。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

その他 100 50 50

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

中間期末残高相当額 

 (注) 

同左 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

その他 84 49 34

 (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額は、未経過

リース料期末残高が有形固定

資産の期末残高に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

その他 103 63 40

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、未経過リース料

中間期末残高が有形固定資産

の中間期末残高に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

 １年内 19百万円

 １年超 30百万円

合計 50百万円

 (2) 未経過リース料中間期末残高

相当額 

 (注) 

同左 

 １年内 16百万円

 １年超 18百万円

合計 34百万円

 (2) 未経過リース料期末残高相当

額 

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残

高に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ている。 

 １年内 18百万円

 １年超 22百万円

合計 40百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

 支払リース料 10百万円

 減価償却費相当額 10百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

 支払リース料 10百万円

 減価償却費相当額 10百万円

 (3) 支払リース料及び減価償却費

相当額 

 支払リース料 21百万円

 減価償却費相当額 21百万円

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っている。 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 



(重要な後発事象) 

  

(前中間会計期間) (自 平成16年４月1日  至 平成16年９月30日) 

当社と当社の子会社である中国電線工業株式会社が、平成16年５月27日に締結した株式交換契約書について、平

成16年６月21日に開催された中国電線工業株式会社の株主総会における承認をもって、平成16年10月１日付で中国

電線工業株式会社を株式交換により完全子会社とした。 

株式交換の内容は以下のとおりである。 

（株式交換比率） 

（注）１．株式の割当比率 

中国電線工業株式１株につき当社株式４株を割当交付する。 

ただし、当社が保有する中国電線工業の株式（1,257,000株）については、割当を行わない。 

２．株式交換により割当交付する株式数 

全株当社が所有する自己株式2,172,000株を割当交付する。 

  

株式交換の結果、当社の資本の部の金額が410百万円増加した。 

  

(当中間会計期間) (自 平成17年４月1日  至 平成17年９月30日) 

該当事項はない。 

  

  

(前事業年度) (自 平成16年４月1日  至 平成17年３月31日) 

該当事項はない。 

  

会社名 当社 中国電線工業 

交換比率 １ ４ 



(2) 【その他】 

該当事項はない。 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

  

  

  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第81期) 

自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日 

  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月17日

タツタ電線株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタツタ

電線株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日から

平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、タツタ電線株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  川  島  育  也  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  津  田  多  聞  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月17日

タツタ電線株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタツタ

電線株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余

金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、タツタ電線株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用

な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 
  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  津  田  多  聞  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  井  上  正  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月17日

タツタ電線株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタツタ

電線株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第81期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平

成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、タツタ電線株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成16年４月１

日から平成16年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  川  島  育  也  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  津  田  多  聞  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月17日

タツタ電線株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているタツタ

電線株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第82期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平

成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。

この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、タツタ電線株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１

日から平成17年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

  

新日本監査法人 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  津  田  多  聞  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

  公認会計士  井  上  正  彦  ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管

している。 
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